
令和２年度　第２回

三木市介護保険運営協議会

会　議　資　料

令和3年3月30日(火)

三木市健康福祉部介護保険課



１　第１号被保険者数の推移

うち
前期高齢者
(65歳～74歳)

うち
後期高齢者

(75歳～)

住民基本
台帳人口

高齢化率

平成29年度 (H30年3月末) 25,546人 (13,117人) (12,429人) 78,100人 (32.7%)

平成30年度 (H31年3月末) 25,788人 (12,879人) (12,909人) 77,552人 (33.3%)

令和元年度 (R2年3月末) 26,058人 (12,734人) (13,324人) 76,929人 (33.9%)

推計 25,991人 (12,674人) (13,317人) 76,442人 (34.0%)

実績 26,185人 (12,707人) (13,478人) 76,670人 (34.2%)

R3年
2月末

実績 26,200人 (12,690人) (13,510人) 76,401人 (34.3%)

第１号
被保険者数

（参考）

R2年
9月末

令和２年度の介護保険事業について

　令和３年２月末で、65歳以上の第１号被保険者は26,200人となっており、前年度末よ

り142人（0.5％）増加しています。

　このうち、65歳から74歳の前期高齢者が前年度末より44人減少する一方で、75歳以上

の後期高齢者が前年度末より186人増加しています。

　なお、高齢化率は34％となり、三木市民の３分の１が65歳以上となっています。

年　度

令和２年度

※「推計」は、第７期介護保険事業計画による人口推計

資料１
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２　要介護（支援）認定の状況

　　　令和２年９月末の要介護（支援）認定者数は4,341人であり、75歳以上の後期高齢
　　者数の増加に伴い、前年度に比べて126人増加しています。
　　　また、要介護認定率についても、同様の理由で16.6％と前年より0.3％増加した
　　ものの、県内の市で一番低い要介護認定率となっています。
　　　なお、要介護度別の認定者について、重度者（要介護３以上）が計画よりも減少
　　しています。訪問リハビリ・通所リハビリの充実などにより、重度化防止が図られ
　　たものと考えられます。

計画 実績 計画比 前年比

(B) (C) （構成比） (C-B) (C-A)

要支援１ 461人 489人 557人 527人 (12%) △30人 38人

要支援２ 880人 878人 899人 882人 (20%) △17人 4人

要介護１ 495人 519人 497人 555人 (13%) 58人 36人

要介護２ 763人 761人 764人 795人 (18%) 31人 34人

要介護３ 570人 587人 606人 583人 (13%) △23人 △4人

要介護４ 573人 590人 646人 593人 (14%) △53人 3人

要介護５ 375人 391人 392人 406人 (9%) 14人 15人

計 4,117人 4,215人 4,361人 4,341人 (100%) △20人 126人

（認定率） (16.0%) (16.3%) (16.5%) (16.6%) (0.1%) (0.3%)

３　利用者負担割合の状況

　　介護保険の自己負担額は、原則として費用の１割となっています。

　　ただし、世帯・本人が一定所得以上の場合は２割～３割の自己負担となっています。

１割負担 (91.7%)

２割負担 (5.6%)

３割負担 (2.7%)

合　計 (100.0%)

増減令和２年９月末

4,047人

248人

118人

4,413人

認定者数（令和３年２月末）

令和元年
９月末

(A)

平成30年
９月末
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４　１か月当たりのサービス別の受給者（利用者）数

（単位：人）

計画

(B)

実績
(1月まで)

(C)

計画比

(C-B)

前年度比

(C-A)

訪問介護 407人 414人 (467人) 420人 (△47人) 6人

訪問入浴介護 31人 25人 (26人) 25人 (△1人) 0人

訪問看護 268人 266人 (326人) 318人 (△8人) 52人

訪問リハビリテーション 80人 83人 (76人) 99人 (23人) 16人

居宅療養管理指導 261人 282人 (252人) 277人 (25人) △ 5人

通所介護 550人 557人 (635人) 530人 (△105人) △ 27人

通所リハビリテーション 773人 838人 (888人) 835人 (△53人) △ 3人

短期入所生活介護 184人 176人 (246人) 156人 (△90人) △ 20人

短期入所療養介護 106人 107人 (130人) 94人 (△36人) △ 13人

特定施設入居者生活介護 78人 77人 (137人) 78人 (△59人) 1人

福祉用具貸与 1,233人 1,298人 (1,267人) 1,413人 (146人) 115人

特定福祉用具販売 23人 21人 (26人) 23人 (△3人) 2人

住宅改修費 27人 32人 (37人) 25人 (△12人) △ 7人

居宅介護等支援 2,111人 2,171人 (2,329人) 2,266人 (△63人) 95人

地域密着型通所介護 119人 126人 (189人) 134人 (△55人) 8人

認知症対応型通所介護 33人 29人 (39人) 24人 (△15人) △ 5人

小規模多機能型居宅介護 61人 64人 (64人) 60人 (△4人) △ 4人

認知症対応型共同生活介護 76人 75人 (78人) 76人 (△2人) 1人

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0人 0人 (20人) 1人 (△19人) 1人

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 8人 20人 (20人) 20人 (0人) 0人

介護老人福祉施設 448人 471人 (474人) 486人 (12人) 15人

介護老人保健施設 236人 248人 (266人) 247人 (△19人) △ 1人

介護療養型医療施設・介護医療院 15人 12人 (6人) 11人 (5人) △ 1人

※令和２年度実績は、令和３年１月サービス利用（２月審査）分までを計上

居宅サービス

地域密着型サービス

施設サービス

　受給者（利用者）数については、「通所介護」「短期入所」などについて、前年度よりも
利用者数が減少し、また、計画からも減少しています。
　これは、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、利用を控えた方や、施設の受け入れ
人数の制限を行ったことなどが要因と考えられます。

平成
30年度

令和
元年度

(A)

令和２年度 増減
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５　サービス種類別の給付実績

（単位：百万円）

計画
(B)

実績見込
(C)

計画比
(C-B)

前年度比
(C-A)

2,566 2,737 (3,203) 2,751 (△ 452) 14

訪問介護 319 309 (399) 317 (△ 82) 8

訪問入浴介護 21 18 (19) 19 (0) 1

訪問看護 122 117 (147) 140 (△ 7) 23

訪問リハビリテーション 36 38 (31) 43 (12) 5

居宅療養管理指導 29 32 (29) 32 (3) 0

通所介護 570 571 (655) 573 (△ 82) 2

通所リハビリテーション 596 625 (686) 585 (△ 101) △ 40

短期入所生活介護 271 279 (348) 262 (△ 86) △ 17

短期入所療養介護 122 119 (143) 118 (△ 25) △ 1

特定施設入居者生活介護 14 145 (241) 160 (△ 81) 15

福祉用具貸与 141 142 (144) 155 (11) 13

特定福祉用具販売 7 6 (8) 7 (△ 1) 1

住宅改修費 31 39 (47) 34 (△ 13) △ 5

居宅介護等支援 287 297 (306) 306 (0) 9

521 616 (712) 650 (△ 62) 34

地域密着型通所介護 139 152 (226) 167 (△ 59) 15

認知症対応型通所介護 37 35 (46) 31 (△ 15) △ 4

小規模多機能型居宅介護 93 130 (117) 145 (28) 15

認知症対応型共同生活介護 229 237 (226) 244 (18) 7

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 0 (35) 1 (△ 34) 1

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 23 62 (62) 62 (0) 0

2,211 2,296 (2,340) 2,490 (150) 194

介護老人福祉施設 1,352 1,413 (1,412) 1,561 (149) 148

介護老人保健施設 798 830 (902) 876 (△ 26) 46

介護療養型医療施設・介護医療院 61 53 (26) 53 (27) 0

5,298 5,649 (6,255) 5,891 (△ 364) 242

増減

　介護給付費の実績（見込）は、居宅サービスのうち「通所リハビリテーション」「短期入
所生活介護」などの給付費について、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、利用を控
えた方や、施設の受け入れ人数の制限を行ったことなどにより、前年度よりも減少してお
り、計画からも減少しています。
　また、入所施設である「介護老人福祉施設」などの給付費が増加し、居宅介護サービスで
ある「訪問介護」「通所介護」などの給付費が計画よりも減少しています。

令和２年度

合   計

施設サービス

居宅サービス

地域密着型サービス

平成
30年度

令和
元年度

(A)
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６　 介護保険料の状況

年額 月額換算 人数 割合

第１段階
基準額
×0.30

18,720円 1,560円 3,799人 15%

第２段階
基準額
×0.50

31,200円 2,600円 2,067人 8%

第３段階
基準額
×0.70

43,680円 3,640円 1,744人 7%

第４段階
基準額
×0.90

56,160円 4,680円 3,432人 13%

第５段階
基準額
×1.00

62,400円 5,200円 3,792人 15%

第６段階
基準額
×1.20

74,880円 6,240円 4,198人 16%

第７段階
基準額
×1.30

81,120円 6,760円 3,939人 15%

第８段階
基準額
×1.50

93,600円 7,800円 1,723人 7%

第９段階
基準額
×1.70

106,080円 8,840円 606人 2%

第10段階
基準額
×1.75

109,200円 9,100円 398人 2%

第11段階
基準額
×2.00

124,800円 10,400円 365人 1%

26,063人 100%

所得
段階

賦課期日現在
（令和2年4月1日）

　介護保険料は、第７期計画（平成30年度～令和2年度）においても、第６期計画

（平成27年度～平成29年度）の金額を据え置いています。

　なお、令和元年10月からの消費税増税に伴い、低所得者の介護保険料の負担軽減を

図るため、住民税非課税世帯（所得段階第１段階～第３段階）の方の介護保険料を公

費を投入して軽減しています。

計

本人が市民税課税で、合計所得金
額が120万円未満

本人が市民税課税で、合計所得金
額が120万円以上200万円未満

本人が市民税課税で、合計所得金
額が200万円以上300万円未満

本人が市民税課税で、合計所得金
額が600万円以上

本人が市民税課税で、合計所得金
額が300万円以上400万円未満

本人が市民税課税で、合計所得金
額が400万円以上600万円未満

生活保護受給者、老齢福祉年金受
給者、世帯全員が市民税非課税で、
前年の合計所得金額と課税年金収
入額の合計が80万円以下

世帯全員が市民税非課税で、前年
の合計所得金額と課税年金収入額
の合計が80万円を超え120万円以下

世帯全員が市民税非課税で、前年
の合計所得金額と課税年金収入額
の合計が120万円を超える方

市民税課税世帯であり、本人が市民
税非課税で本人の前年合計所得金
額と課税年金収入額の合計額が80
万円以下の方

市民税課税世帯であり、本人が市民
税非課税で本人の前年合計所得金
額と課税年金収入額の合計額が80
万円を超える方

介護保険料基準額に
対する
割合

対　　　象
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三木市高齢者福祉計画  

第８期介護保険事業計画 

 

計画の概要 

 

（１）計画策定の趣旨 
  

本計画は、老人福祉法第２０条の８の規定に基づく老人福祉計画（高齢者福祉計画）と、介護保険

法第１１７条の規定に基づく介護保険事業計画を総合的かつ一体的に策定したものです。 

介護が必要になっても、住み慣れた地域の中で、自分らしく安心して暮らし続けられるまちづくりを目

指しています。 

計画の期間は、令和３年度から令和５年度までの３年間です。 

 

 

 

（２）日常生活圏域の設定  
 

三木市では、市民が日常生活を営むために行動している範囲を基準とした「日常生活圏域」を設定

しています。 

日常生活圏域（大圏域）は、地理的条件や人口、交通事情その他の社会的条件、介護サービスを提

供するための施設の整備状況等を考慮して、「①東部生活圏域（吉川地区、口吉川地区、細川地区）」

「②西部生活圏域（三木地区、三木南地区、別所地区）」「③南部生活圏域（志染地区、緑が丘地区、

自由が丘地区、青山地区）」の３つを設定します。 

 

■日常生活圏域別の人口及び認定者数等（令和２年９月３０日現在） 

大圏域 東部生活圏域 西部生活圏域 南部生活圏域 

小圏域 吉川 口吉川 細川 三木 三木南 別所 志染 緑が丘 自由が丘 青山 

人口（人） 6,989 1,640 1,906 20,670 5,868 6,353 2,523 9,067 15,925 5,729 

高齢者数(人） 2,459 679 828 6,569 1,542 2,230 980 3,690 5,686 1,504 

高齢化率（％） 35.2 41.4 43.4 31.8 26.3 35.1 38.8 40.7 35.7 26.3 

認定者数（人） 477 132 152 1,200 257 384 208 568 755 182 

認定率（％） 19.4 19.4 18.4 18.3 16.7 17.2 21.2 15.4 13.3 12.1 

 

 

１  
【概要版】 
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将来推計 

 

（１）人口の推計 
 

令和 22（2040）年の人口は、令和３年に比べて、総人口は 17,530 人（２３％）の減少、65歳以

上の高齢者人口は 3,046人（12％）の減少が見込まれます。 

また、高齢化率は、令和 22 年には約 40％と、現在よりも約 5％の増加が見込まれ、総人口に占め

る後期高齢者（75歳以上）の比率が大きく増える見込みとなっています。 

 

 

 

 

  

 

 

 

8,255 8,092 7,907 7,589 6,610 5,874 5,210 

17,343 17,007 16,671 16,034 14,936 13,779 12,441 

24,177 23,988 23,789 23,407 22,079 20,187 
17,640 

12,664 12,043 11,421 10,089 
8,594 

8,552 
9,398 

13,582 14,207 14,832 15,974 
16,512 

15,343 
13,802 

76,021 75,337 74,620 73,093 
68,731 

63,735 
58,491 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

令和3年 令和4年 令和5年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年

【年齢別人口の推移（推計値）】

0～14歳 15～39歳 40～64歳 65～74歳 75歳以上

（人）

76,021 75,337 74,620 73,093 

68,731 
63,735 

58,491 34.5% 34.8% 35.2% 35.7%

36.5% 37.5%
39.7%

16.7%
16.0% 15.3% 13.8%

12.5% 13.4%
16.1%

17.9%
18.9% 19.9%

21.9%
24.0%

24.1% 23.6%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

令和3年 令和4年 令和5年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年

【高齢化率の推移（推計値）】

総人口 高齢化率 65～74歳人口率 75歳以上人口率

（人）

２ 
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（２）要介護認定率の推計 
 

今後も後期高齢者の増加に伴い、令和 3 年から令和 7 年までに認定者数は 519 人(11%)増加

することが予想され、要介護認定者数のピークは令和 17年の 5,935人と見込んでいます。 

また、要介護認定率は、令和 2 年に 16.6％であったものが、令和５年に 18.2％、令和７年に

19.2％となる見込みとなっています。また、要介護認定率のピークは令和 17(2035)年の 24.6％を

見込んでいます。 
 
 

 

 

 

 

26,246 26,250 26,253 26,063 25,106 23,895 23,200 

4,483 4,640 4,786 5,002 5,613 5,890 5,653

17.1% 17.7% 18.2% 19.2%

22.4%
24.6% 24.4%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

令和3年 令和4年 令和5年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年

【要介護認定率の推移（推計値）】

第１号被保険者数 認定者数（第１号被保険者） 認定率

（人）

 

549 568 587 612 682 672 605 

924 958 987 1,035 1,155 1,176 1,096 

580 602 624 654 
734 752 704 

828 855 882 922 
1,037 1,109 

1,071 
611 632 651 677 

760 823 
812 622 642 661 690 

776 846 
852 

424 438 449 467 

520 
557 

551 
4,538 4,695 4,841 

5,057 

5,664 
5,935 

5,691 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

令和3年 令和4年 令和5年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年

【要介護度別認定者数の推移（推計値）】※第２号被保険者を含む

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（人）
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計画の基本的な考え方 

 

（１）基本理念 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

（２）基本目標 ～１０年先・２０年先を見据えた高齢者福祉の確立～ 
 

全国的には、2025 年にはいわゆる「団塊の世代」すべてが７５歳以上の後期高齢者となり、2040

年には「団塊ジュニア世代」が６５歳以上の高齢者となります。 

住み慣れた地域で継続して自立した日常生活を送ることができるように、「地域包括ケアシステム」

の構築などを推進します。 

また、10 年先、20 年先を見据えて、特別養護老人ホームなどの施設整備や、デイサービスセンター

の適正配置に取り組みます。 

 
 

（３）施策目標 
 

①地域で安心して暮らせる体制の整備 

地域包括支援センターを中心に、関係機関が連携、協働できる仕組みを構築し、在宅医療・介護の

連携、高齢者の住まいの確保などに取り組むとともに、災害や感染症に備えた体制を整備します。 

②認知症施策の推進 

認知症の発症を遅らせる取組や、認知症になっても変わらず日常生活を過ごせるまちを目指して、

認知症の本人や家族の視点を重視しながら「共生」と「予防」を軸とした施策を推進します。 

③健康づくりとフレイル予防・介護予防の推進 

生涯を通じて、いきいきと過ごすことができる元気な高齢者を増やすため、運動・栄養・社会参加を

軸とした取組を推進します。 

④みんなで支え合う地域社会の構築 

地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて

「丸ごと」つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域を共に創っていく「地域共生社会」

の実現に向けて、各福祉施策の横断的な取組と住民活動との協働を推進します。 

⑤介護保険サービスの提供体制の整備 

介護保険サービスの充実を図るほか、介護人材の確保・育成を行うことで、要介護状態となっても、

できる限り住み慣れた地域で継続して日常生活を営むことができるように支援します。 

 

３ 
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（４）今後の市立デイサービスセンターについて 

 

三木市の公共施設は、10年後に大規模改修の必要な施設が全体の 8割以上となり、このまま全ての

施設を維持・更新するには多額の費用が一斉に必要となります。 

このため、市では、平成 28年度に「公共施設等総合管理計画」を策定し、将来人口規模に見合った公

共施設の適正規模・適正配置に取り組んでおり、公共施設再配置計画に盛り込む市立デイサービスセン

ター（７施設）の今後のあり方を検討しました。 

 

方 針 

 人口減少の中、民間活力を生かし、現行の介護サービスの質・量の維持・向上を図りながら、公共施設

の効率的な設置・運営を推進する 

 

日常生活圏域ごとの市立デイサービスセンターの考え方 

 65 歳以上の人口、認定者数、デイサービスの利用者の推移を毎年把握しながら、市立デイサービスセン

ターのあり方について、３年ごとに必要な見直しを行っていきます。 

 

①市立デイサービスセンター口吉川 

デイサービスの利用者のピークを迎える 2035(令和 17)年までは、圏域内に民間の事業所の参入がな

ければ継続する。ピーク後は、他のデイサービスセンターとの統合も含めて今後のあり方を検討する。 

 

②市立デイサービスセンター三木東  

他の市立デイサービスセンターは民間移行などを検討するが、当該デイサービスセンターは、地域介護

教室や転倒骨折予防教室など市の介護予防事業の活動拠点として、民間移行せず、継続することを原則

とする。 

 

③市立デイサービスセンター三木南 

2032（令和 14）年頃に耐用年数を迎える空調・給湯設備の更新時期にあわせ、利用状況及び民間の

デイサービスセンターの整備状況を踏まえながら今後のあり方を検討する。 

 

④市立デイサービスセンター三木北  

2021(令和3)年から給湯設備などの更新を順次行った後、利用状況及び民間のデイサービスセンター

の整備状況を踏まえながら、次回の更新時期である 2035(令和 17)年頃にあわせ、他の公共施設との複

合化や民間への移行などを検討する。 

 

⑤市立デイサービスセンター志染  

2032(令和 14)年頃に耐用年数を迎える空調・給湯設備の更新時期にあわせ、利用状況及び民間の

デイサービスセンターの整備状況を踏まえながら今後のあり方を検討する。 

 

⑥市立デイサービスセンターひまわり  

施設の更新時期にあり、建設場所について検討を行っていた。このような中で、市と大和ハウス工業(株)

が包括連携協定を締結し「青山７丁目団地再耕プロジェクト」を進めている。その区域に、市が公募し決定

する民間事業者が、2023(令和５)年度に特別養護老人ホームとデイサービスセンターを建設し、同施設に

デイサービスセンターひまわりを移行する。 

 

⑦市立デイサービスセンター自由が丘  

2021(令和 3)年に給湯設備などの更新を行うが、利用状況及び民間のデイサービスセンターの整備・

開設状況を踏まえながら、今後のあり方を検討する。 
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具体的施策の展開 

 

 １．地域で安心して暮らせる体制の整備 

分野 主な施策 

（１）地域包括支援センターの機能強化 

① 運営体制の強化 

〇 地域包括支援センターの適正な運営と周知 

〇 関係機関との連携強化 

〇 日常生活圏域ごとの地域包括支援センターの設置に向けた検討 

② 相談体制の充実 〇 介護支援専門員へのサポート 

③ 地域ケア会議の充実 

〇 個別課題の解決 

〇 地域包括支援ネットワークの充実 

〇 地域づくり・資源開発機能、政策形成機能の構築 

（２）医療・介護連携の推進 

 

〇 在宅医療・介護連携支援センターの充実 

〇 地域の医療・介護資源の把握と活用 

〇 医療と介護の連携シートの活用 

〇 在宅医療・介護連携に関する検討体制の構築や研修会の実施 

〇 24時間 365日の在宅医療・介護提供体制の構築 

（３）高齢者の居住安定の確保 

 

〇 住宅改造の助成 

〇 高齢化に対応した住まいの確保 

〇 有料老人ホームの入居者保護 

〇 生活困窮高齢者の住まいの確保と生活支援 

（４）災害や感染症から高齢者を守る体制づくり 

① 災害時対策 

〇 災害時要援護者の名簿と支援体制の整備 

〇 福祉避難所の開設 

〇 非常時の災害計画の点検 

② 感染症対策 

〇 感染症予防対策の充実 

〇 通いの場などでの感染症対策 

〇 公共施設における感染症対策の徹底 

〇 代替サービスと物資の確保 

 

  

４ 
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 ２．認知症施策の推進 

分野 主な施策 

（１）認知症への理解を深めるための普及啓発・本人発信支援 

 

〇 地域住民への普及啓発と活動支援（認知症サポーター養成講座など） 

〇 学校教育における認知症高齢者の理解促進 

〇 本人・家族の思いの発信支援（「認知症ケアパス」など） 

〇 相談窓口の周知 

（２）認知症予防の推進 

 
〇 認知症予防の理解促進（講座の開催など） 

〇 「頭すっきり教室」などの開催 

（３）医療・ケア・介護サービス・介護者への支援 

 

〇 早期発見・早期対応の取組（認知症予防健診、頭の健康チェックなど） 

〇 認知症初期集中支援チームによる支援 

〇 認知症カフェの支援 

（４）認知症バリアフリーの推進 

 

〇 地域支援の体制づくり（認知症高齢者等の見守り・ＳＯＳネットワークなど） 

〇 若年性認知症の方への支援 

〇 チームオレンジの体制整備 

 

 ３．健康づくりとフレイル予防・介護予防の推進 

分野 主な施策 

（１）フレイル予防・介護予防の推進 

① 介護予防対象者の把握 
〇 虚弱な状態の高齢者の把握（フレイルチェックリストの活用） 

〇 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

② 介護予防の普及・啓発 

〇 「みっきぃ☆いきいき体操」などの普及啓発 

〇 「みっきぃ☆にこにこ体操」の普及啓発 

〇 介護予防講座・地域介護教室の実施 

③ 地域介護予防活動の支援 

〇 「みっきぃ☆いきいき体操自主教室」等の育成・支援 

〇 「みっきぃ☆いきいき体操サポーター」の養成 

〇 ボランティアポイント事業の推進 

④ 地域リハビリテーション活

動支援事業 

〇 地域リハビリテーション活動支援事業（理学療法士の同行訪問など） 

〇 自立支援・重度化防止に向けた取組の推進 

〇 専門職の連携の推進 
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（２）生活支援・介護予防サービスの充実 

① 生活支援体制の整備 
〇 生活支援コーディネーターの設置 

〇 協議体による生活支援体制の推進 

② ニーズに応じた介護予

防・生活支援サービス 

   の充実 

〇 訪問型・通所型サービスの推進（訪問型・通所型サービスＣの実施） 

〇 サービスの担い手の養成（みっきぃ☆家事ヘルパー養成講座） 

〇 高齢者の日常生活を支え合う活動の展開（高齢者ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ） 

（３）生きがい活動と社会参加の支援 

 

〇 老人クラブの活性化、敬老会等の開催支援 

〇 高齢者福祉センターの運営 

〇 シルバー人材センターへの支援 

〇 高齢者大学・大学院への支援 

〇 高齢者の文化・スポーツ活動の促進 

〇 公民館活動への支援 

 

 ４．みんなで支え合う地域社会の構築 

分野 主な施策 

（１）地域共生社会の実現に向けた取組 

 
〇 総合的な相談支援体制の検討 

〇 共生型サービスの普及・啓発 

（２）高齢者の権利擁護 

 

〇 成年後見支援センターの充実 

〇 成年後見制度の利用者支援、利用促進 

〇 高齢者虐待の防止 

〇 消費者被害の防止 

（３）在宅生活の支援 

① 高齢者の生活支援サービ 

   ス 

〇 配食サービス 

〇 緊急通報システム事業、福祉電話の貸与 

〇 外出支援サービス、訪問理容サービス 

〇 軽度生活支援事業 

〇 生活支援型ホームヘルプサービス 

〇 高齢者の社会参加と交流 

② 家族介護者の支援 

〇 認知症高齢者に対する見守り支援サービス（小型発信装置の貸与） 

〇 家族介護者交流会 

〇 家族介護教室 

〇 介護用品等の支給 

〇 生活支援型短期入所 
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５．介護保険サービスの提供体制の整備 

 

 [施設整備計画（新規予定分）] 

分野 主な施策 

（１）介護保険制度の円滑な運営 

① 介護保険制度の普及啓発 

〇 介護保険制度の冊子を作成 

〇 介護保険料の収納率を向上 

〇 各種行事や出前講座、啓発イベントなどを通じた制度の周知や理解の深

化を促進 

② 介護保険サービスの基盤 

   整備 

〇 施設・居住系サービスの計画的な整備 

〇 定期巡回・随時対応型訪問介護看護や看護小規模多機能居宅介護、 

  介護老人福祉施設などについて、公募の上で整備 

〇 介護サービスの質の確保 

③ 介護給付の適正化 

〇 要介護認定の適正化 

〇 ケアプランの点検 

〇 住宅改修等の点検 

〇 医療情報との突合・縦覧点検 

〇 介護給付費の通知 

（２）介護保険サービスの質の向上 

① 事業者への指導監督 

〇 事業所の人材育成の支援 

〇 適切な調査権限による指導・監査の実施 

〇 第三者サービス評価の受審の徹底 

〇 運営推進会議を活用した評価の実施の徹底 

② 相談・苦情解決体制の 

  充実 
〇 要介護認定やサービスの相談・苦情に対する受付体制の強化 

（３）介護従事者の人材の確保・育成 

① 介護従事者の人材確保と 

  スキルアップ支援 

〇 介護人材の育成・確保 

〇 介護の仕事の魅力を発信 

〇 介護事業者による情報交換等の支援 

② 介護従事者の離職防止 

〇 ハラスメントなどによる介護職員の安全確保・離職防止対策 

〇 管理者・リーダー向けの研修の実施 

〇 ＩＣＴを活用した職場環境づくりの支援 

定期巡回・随時対応型訪問介護・看護 令和３年度（＋１事業所）、令和５年度（＋１事業所） 

看護小規模多機能型居宅介護 令和４年度（＋１事業所、定員 29人） 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 令和５年度（＋１施設、定員 100床） 

有料老人ホーム 令和４年度（＋１施設、定員 30床） 
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６．主な目標値 

目標 (R元年度) R３年度 R４年度 R５年度 

認知症サポーター養成講座受講者数 (380人) 300人 350人 400人 

認知症サポーターステップアップ講座受講

者数 
－ 30人 30人 30人 

認知症の相談窓口を知っている方の割合 
(26.0％) 

[ﾆｰｽﾞ調査] 
－ － 

30.0％ 

[ﾆｰｽﾞ調査] 

頭すっきり教室の参加者数 (41人) 50人 50人 50人 

頭の健康チェックの参加者数 (200人) 250人 250人 250人 

認知症カフェの開設箇所数 (6か所) 7か所 8か所 9か所 

認知症高齢者等の見守り・ＳＯＳネットワー

クの登録者数 
(72人) 80人 90人 100人 

フレイルチェック件数 － 150件 150件 150件 

「みっきぃ☆いきいき体操」の参加登録者

数 

(高齢者人口

の 8.1％) 

[2,134人] 

高齢者人口 

の 8.3％以上 

高齢者人口 

の 8.5％以上 

高齢者人口 

の 9.0％以上 

「みっきぃ☆いきいき体操」の男性参加者

数 
(259人) 280人 300人 320人 

「みっきぃ☆いきいき体操」を知っている方

の割合 

(50.9％) 

[ﾆｰｽﾞ調査] 
－ － 

60.0％ 

[ﾆｰｽﾞ調査] 

みっきぃ☆いきいき体操自主教室数 (109教室) 113教室 115教室 117教室 

みっきぃ☆いきいき体操サポーター数 (87人) 90人 95人 100人 

ボランティアポイント事業登録者数 (137人) 135人 140人 145人 

リハビリテーション専門職による個別相談

の実施人数 
(99人) 150人 200人 250人 

理学療法士の同行訪問回数 (8回) 12回 12回 12回 

訪問型サービスＣ 

（短期集中予防サービス） 
－ 計画 計画 実施(15人) 

通所型サービスＣ 

（短期集中予防サービス） 
－ 計画 計画 実施(20人) 

みっきぃ☆家事ヘルパー養成講座の 

受講者数 
(11人) 30人 30人 30人 

高齢者ファミリーサポートセンター 

活動回数 
(1,079人) 1,200回 1,250回 1,300回 

高齢者ファミリーサポートセンター 

協力会員数 
(74人) 80人 85人 90人 

成年後見支援センター相談件数 (110件) 120件 130件 140件 
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介護保険サービス費用の見込みと保険料の設定 

 

（１）介護保険サービス費用の見込みと保険料の設定 
 

第８期計画期間の介護保険サービス費用については、サービス種類ごとに要介護度別の利用者数

を推計し、施設の整備計画などを踏まえながら見込んでいます。 

その後、必要な調整を加え、保険料の基準月額を算定しています。 

 

                                                                              （単位：千円） 

 

 

標準給付費・地域支援事業費見込み額（令和３年度～令和５年度）：     21,528,666千円 

 

 

 

第１号被保険者負担分相当額（令和３年度～令和５年度）：            4,951,593千円 

 

＋）調整交付金相当額： 1,055,964千円 

－）調整交付金見込額： 803,677千円 

－）準備基金取崩額： 381,000千円 

－）保険者機能強化推進交付金等の交付見込額： 76,089千円 

＝）保険料収納必要額： 4,746,791千円 

 

 

保険料収納必要額を予定保険料収納率 97.5％で補正した値：          4,868,504千円 
 

 
 

所得段階別加入割合補正後被保険者数（令和３年度～令和５年度）：         81,134人 

 

基準保険料額（月額）：     5,000円（年間 60,000円） 

サービスの種類 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計 

標準給付費見込額 6,491,923  6,846,560  7,123,099  20,461,582 

 総給付費 6,093,697  6,456,276  6,720,552  19,270,525 

 特定入所者介護サービス費等給付額 218,284  205,809  212,275  636,367 

 

高額介護サービス費等給付額 152,815  156,418  161,340  470,573 

高額医療合算介護サービス費等給付額 22,084  22,857  23,576  68,517 

算定対象審査支払手数料 5,044  5,200  5,356  15,600 

地域支援事業 346,900  352,858  367,326  1,067,084 

合計 6,838,823 7,199,418 7,490,425 21,528,666 

５ 
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（２）所得段階別の介護保険料 
 

    65歳以上の方（第１号被保険者）の保険料は、本人・世帯の所得等の状況に応じて決まります。 

    三木市の第８期計画期間中（令和３年度～５年度）の所得段階別介護保険料は、次のとおりです。 

 

所得段階 対象者 
基準額に 

対する割合 

介護保険料 

年額 月額換算 

第１段階 
生活保護の受給者、老齢福祉年金受給者
等、及び世帯全員が市民税非課税かつ本
人年金収入等（※）が 80万円以下 

基準額×0.3 18,000円 1,500円 

第２段階 
世帯全員が市民税
非課税で、本人年
金収入等（※）が 

80万円を超え 
120万円以下 

基準額×0.5 30,000円 2,500円 

第３段階 120万円を超える 基準額×0.7  42,000円 3,500円 

第４段階 市民税課税世帯で
あり、本人が市民税
非課税で、本人年
金収入等（※）が 

80万円以下 基準額×0.9 54,000円 4,500円 

第５段階 
(基準額) 

80万円を超える 基準額×1.0 60,000円 5,000円 

第６段階 

本人が市民税課税
で、合計所得金額
（※）が 

120万円未満 基準額×1.2 72,000円 6,000円 

第７段階 
120万円以上 
210万円未満 

基準額×1.3 78,000円 6,500円 

第８段階 
210万円以上 
320万円未満 

基準額×1.5 90,000円 7,500円 

第９段階 
320万円以上 
400万円未満 

基準額×1.7 102,000円 8,500円 

第 10段階 
400万円以上 
600万円未満 

基準額×1.75 105,000円 8,750円 

第 11段階 600万円以上 基準額×2.0 120,000円 10,000円 

（※） 「本人年金収入等」は、課税年金収入額＋合計所得金額をいいます。 
     第 1段階～第 5段階の合計所得金額に給与所得が含まれている場合は、給与所得から 10万円を控除 
    した金額を用います。 
     第6段階～第11段階の合計所得金額に給与所得又は公的年金等に係る雑所得が含まれている場合は、 
    給与所得及び公的年金等に係る雑所得の合計額から 10万円を控除した金額を用います。  

 
三木市高齢者福祉計画 第８期介護保険事業計画 

【概要版】 

 令和３年３月発行  

発 行 三木市 健康福祉部 介護保険課 

〒673-0492 三木市上の丸町 10番 30号 

TEL 0794-82-2000 FAX 0794-82-5500 
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令和２年度までの三木市の介護保険料（基準月額）は５，２００円で、県内２９市のうち４番目に安い水準となっていました。
令和３年度は、３年に一度の介護保険料の見直しの年となっています。
三木市の要介護認定率は８年連続で県内の市で一番低い状況で、介護保険の剰余金（基金）があることから、それを活用して、令和３年度か
ら令和５年度の介護保険料（基準月額）を、現在の５，２００円から５，０００へと２００円引き下げ、県内２９市の中で最も安い介護保険料となる見込
みです。

三木市の介護保険料（基準月額）の推移

(全国平均)

三木市介護保険の運営に必要な
本来の保険料(基準月額)は「5,402円」と試算

三木市
全国的に介護保険料が上がる中、

三木市は６年間据え置き

※基準月額の対象者（第5段階）は、「市民税課税世帯であるものの、本人が非課税であり、
前年の課税年金収入額と合計所得金額が80万円以上の方」をいいます。

月額 △ 60円～ △ 400円（基準額: △ 200円）
年間 △720円～△4,800円（基準額:△2,400円）
（引き下げ額は、世帯や本人の収入状況により変わります）

介護保険料の引き下げ額

三木市の要介護認定率は、8年連続で

県内29市で一番低くなっています！

引き続き「みっきぃ☆いきいき体操」などの

介護予防に取り組みます！

介護保険の剰余金
（基金）を活用して、

介護保険料(基準月額)を
「5,000円」に引き下げ

介護保険料の引き下げについて

-
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　１　位置図

高齢者福祉施設に関するサウンディング型市場調査について

　青山７丁目において、市が公募して決定する民間事業者が、令和５年度に高齢者福祉施

設（特別養護老人ホームとデイサービスセンター）を設置する予定となっています。

　市が公募するに当たり、民間事業者と市の対話の場を設け、活用アイデアを把握し、民

間事業者が参入しやすい公募条件の整理を行うとともに、課題解決に向けて事業提案をご

教示いただくことを目的に「サウンディング調査」を実施します。

資料３

市立デイサービス

センターひまわり
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　２　スケジュール（案）

※「市立デイサービスセンターひまわり」は、令和５年１０月に同施設に民間移行

　３　施設の想定条件

・短期入所生活介護（ショートステイ）

令和３年７月下旬 ～８月下旬（予定）

令和３年９月（予定）

令和５年１０月施設の開設

令和３年３月２３日（火）

令和３年４月中旬～６月下旬サウンディングの実施

事業者の公募

事業者の決定

説明会の開催

・駐車場　必要数、駐輪場　必要数

・外構工事は民間事業者が行う。

・他のエリアから独立した空調管理、電気・給排水設備を設置
　する。

条件

　　10床以上

　　地域の交流及び介護予防の拠点となるスペース（交流の場
　として一般開放、みっきぃ☆いきいき体操等の自主教室の実
　施等）

・地域交流スペース

規模
・地上３階建て以下

・延床面積　未定

建物・機能

・介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

　　整備床数　100床程度

　　ユニット型、多床室の内訳は未定

・デイサービスセンター

　　１月当たりの平均利用延人員数が750人から900人程度
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氏　　　名 役　　　職　　　名

委員長 1 黒 田 昭 　三木市医師会　顧問

委員長職
務代理者 2 山 本 秀 樹 　関西国際大学　准教授（教育学部教育福祉学科）

3 藤 木 登 志 子 　三木市連合民生委員児童委員協議会　副会長

4 又 吉 健 二 　三木市区長協議会連合会　理事

5 　西 垣 幸 子 　三木市老人クラブ連合会　女性部長

6 谷 口 良 毅 　三木市歯科医師会　理事

7 髙 馬 将 一 　三木市薬剤師会　会長

8 木 元 倫 代 　兵庫県加東健康福祉事務所　監査・福祉課長

9 加 藤 優 子 　社会福祉法人優和福祉会　総施設長

10 赤 松 宏 朗 　社会福祉法人三木市社会福祉協議会　事務局長

11 山 城 千 明 　三木市国民健康保険　医療保険課長

12 井 上 雅 晴 　公募委員

13 西 尾 美智子 　公募委員

14 井 上 済 納 　公募委員

15 長 谷 川 悦 子 　公募委員

16 村 川 美 枝 子 　公募委員

三木市介護保険運営協議会委員名簿   

（任期：令和３年５月３１日まで）
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